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東京都スポーツ推進企業認定制度実施要綱 

 

 

平成２７年５月２６日  ２７オ推調第３５１号 

 

  

（目的） 

第１ 従業員のスポーツ活動の促進に向けて優れた取組やスポーツ分野における社会貢献活動を実施

している企業等を「東京都スポーツ推進企業」として認定し広く都民に周知することで、企業におけ

るスポーツ活動を推進するとともに、スポーツに対する社会的気運の醸成を図り、スポーツの力で人

と都市が活性化する「スポーツ都市東京」を実現すること。 

 

（定義） 

第２ この要綱において企業等とは、都内に本社又は事業所が所在する企業、社団法人、財団法人、特

定非営利活動法人等をいう。 

 

（公募等） 

第３ 東京都知事（以下「知事」という。）は、企業等の取組のうち、次に掲げる要件をすべて満たして

いるものを年に１度、期間を定めて公募する。 

（１）経営者をはじめ、企業等内全体で推進している取組であること。 

（２）企業等内の取組が明確化されていること。 

（３）取組が企業等内に周知されており、取組実績があること。 

（４）実施内容、導入手順、運用方法等の公表が可能であること。 

（５）労働関係法令等が順守されていること。 

２ 前項の規定にかかわらず、暴力団（東京都暴力団排除条例（平成２３年東京都条例第５４号。以下

「条例」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）及び代表者、役員、使用人その他の従業

員若しくは構成員に暴力団員等（条例第２条第３号に規定する暴力団員及び同条第４号に規定する暴

力団関係者をいう。）に該当する者がある企業等は、公募の対象としない。 

 

（申請） 

第４ 公募に応じようとする企業等（以下「応募企業」という。）は、別途定める期日までに、様式１ 

（申請書）に必要書類を添えて、知事に提出する。 

 

（調査） 

第５ 知事は、第４の申請があった場合、第３に掲げる要件の適否及び実施状況等を確認するため、必 

要に応じて当該応募企業を訪問し、調査を実施する。 

 

（認定） 

第６ 知事は、応募企業から提出された申請内容を別記第１に基づき審査し、適正と認められる場合に

認定を行う。 

２ 知事は、前項の認定を行った場合は、東京都スポーツ推進企業とし、当該企業に対して、様式２（結
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果通知書）によりその結果を通知する。 

３ 知事は、１の審査により認定した東京都スポーツ推進企業に対して、様式３（認定証）及び別に定

める認定マークを交付するとともに、その企業名を公表する。 

４ 認定の有効期間は、認定した年度の翌年度の認定月の末日までとする。ただし、翌年度以降新たな

申請により認定を受けた場合は、認定された日の前日までとする。 

５ 知事は、１の審査により適正と認められない場合は、様式４（不認定結果通知書）によりその旨を

通知する。 

６ 東京都スポーツ推進企業は、認定を受けた事実及び認定マークを表示することができる。 

 

（認定内容の変更） 

第７ 東京都スポーツ推進企業は、申請書記載事項に変更が生じたときは、様式５（変更届出書）によ

り、速やかに知事に提出しなければならない。 

 

（東京都スポーツ推進モデル企業の選定及び表彰） 

第８ 知事は、第５により実施した調査及び別に定める選定委員会による審査等を踏まえ、別記第２の

基準に基づき、東京都スポーツ推進企業のうち特に社会的な影響や波及効果の大きい取組を実施して

いる企業等を東京都スポーツ推進モデル企業として選定し、表彰する。 

 

（東京都スポーツ推進企業の殿堂入り） 

第９ 知事は、第８により累計５回東京都スポーツ推進モデル企業として選定された企業等を、東京都

スポーツ推進殿堂入り企業と認定し、表彰する。 

２ 東京都スポーツ推進殿堂入り企業は、殿堂入りした年度以降、本制度への応募が無くとも、東京都

スポーツ推進企業及び東京都スポーツ推進殿堂入り企業として扱う。また、スポーツ推進企業として

の取組状況を確認し、年度ごとに第６の３のとおり様式３（認定証）及び別に定める認定マークを交

付する。 

 

（東京都スポーツ推進企業等の責務） 

第 10 東京都スポーツ推進企業及び東京都スポーツ推進殿堂入り企業は、認定基準を維持し、積極的に

その取組及び認定の事実について情報発信に努める。 

 

（普及） 

第 11 知事は、東京都スポーツ推進モデル企業及び東京都スポーツ推進殿堂入り企業の取組等につい

て、知事の持つ各種広報媒体を広く活用して公表し、企業等への普及に努める。 

 

（認定の取消し） 

第 12 知事は、東京都スポーツ推進企業及び東京都スポーツ推進殿堂入り企業が次の各号のいずれか

に該当する場合は、第６の認定を取り消すことができる。 

（１）偽りその他不正の手段により認定をされたとき。 

（２）労働関係法令等に関し重大な違反があったとき。 

（３）認定の決定を受けた企業等が暴力団に該当したとき又は代表者、役員、使用人その他従業員若し

くは構成員が暴力団員等に該当するに至ったとき。 
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（４）その他法令上又は社会通念上、認定するにふさわしくないと判断される事由があったとき。 

２ 知事は、前項に基づき取消しを行った場合は、様式 6（認定取消通知書）により通知し、速やかに

認定証の返納を求めるものとする。 

３ ２の返納を求められた場合、認定を取消された企業等は速やかに認定証を返納しなくてはならない。 

４ 東京都スポーツ推進殿堂入り企業の認定が取消された企業等は、翌年度以降、新たに累計５回モデ

ル企業と選定された場合、東京都スポーツ推進殿堂入り企業として認定する。 

 

（事務処理） 

第 13 この認定に関する事務処理、選定委員会の事務は、オリンピック・パラリンピック準備局スポー

ツ推進部調整課が行う。 

 

（その他） 

第 14 この要綱に定めるもののほか、「東京都スポーツ推進企業認定制度」に関する必要な事項は、

別に定める。 

 

 

    附 則 

  この要綱は、平成２７年５月２６日から施行する。 

 

    附 則 

  この要綱は、平成２９年７月３日から施行する。 

 

    附 則  

  この要綱は、平成３０年７月１０日から施行する。 

  

    附 則 

  この要綱は、令和元年５月８日から施行する。 

 

    附 則 

  この要綱は、令和２年８月２５日から施行する。 
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別記第１ 

 

要綱第６に規定する認定基準 

 

 

 

 

東京都スポーツ推進企業の 

認定基準 

 

以下の基準をいずれか満たしていること。 

 

・従業員に対して、する、みる、支える等のス

ポーツ活動の支援や促進に向けた取組をして

いること。 

・スポーツ分野における社会貢献活動を実施し

ていること。 

 

 

 

別記第２ 

 

要綱第８に規定する選定基準 

 

 

 

 

 

東京都スポーツ推進モデル企業の選定基準 

 

別に定める選定委員会において、加点方式で

選定する。 

 

ただし、以下の基準をいずれか満たしている

企業等を優先して選定することとする。 

・従業員が週に１回以上スポーツを実施する取

組をしていること。 

・「スポーツの実践」を誘因する特色ある制

度・仕組み又はスポーツの裾野拡大やスポーツ

を支援する特色ある制度・仕組みがあること。 

・障害者スポーツを支援する取組をしているこ

と。 

・「新しい日常」（ウイルスとの長い戦いを見据

え、暮らしや働く場での感染拡大を防止する習

慣が定着した状態）において、工夫をしながら

スポーツの取組を実施していること。 

 

 

 

 



年 月 日

　 企業等の所在地 〒

　 企業等の名称（ふりがな）

　 代表者役職・氏名（ふりがな）

㊞

1 企業等の概要等
1 2 3

4 5 6

7 8 9

10 11 12

13 14 15

16 17 18

常時使用する従業員数（アルバイト、非常勤職員等を含む） 人

2

継続＊

○添付書類
この書類とは別に、
1　別記様式
2　要件該当申告書(申請書別紙)
3　取組内容が分かる社内資料（報告書、社内報、研修資料、社内アンケート、写真等）

を添付してください。

ふりがな

ふりがな

＊継続申請をされる場合も、今年度の申請書で改めて申請をお願いします。過去に認定実績があ
る場合は、その認定年度も記入してください。以前申請いただいた申請書類の再提出は不要で
す。

制度・申請実績

制 度 申 請 実 績
(該当へ☑印) □新規

 【　　 　年度認定】

 　□昨年同
  □一部変更

○企業等の所在地、企業等の名称、代表者役職及び氏名は認定証に記載する情報となりますの
で、正確に記載してください。

○本事業に関するご連絡は、2021年3月末まで継続いたします。必ずご連絡が随時可能な実務ご担
当者様のメールアドレスをご明記ください。また、ご担当者やご連絡先等の変更がある場合は、
速やかに事務局までご連絡ください。

認 定 証 等 郵 送 物 の
送 付 先
（所在地と異なる場合
のみご記入ください）

郵便番号

住所

職 ・ 担 当 者 氏 名
（連絡の取れる担当者
を記載して下さ い）

連 絡 先
電話番号 FAX番号

メールアドレス

本申請に係る連 絡先

従 業 員 数

ふりがな

部　課　係　名

医 療 ・ 福 祉 複 合 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 事 業 ｻｰﾋﾞｽ業(他に分類されないもの)

主 な 事 業 内 容 創 業 年

（明治・大正・昭和・平成・令和）
※ い ず れ か に ○ 印

年

業 種 名
( 該 当 業 種 へ ○ 印 )

農 業 ・ 林 業 漁 業 鉱業・砕石業・砂利採取業

建 設 業 製 造 業 電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業

情 報 通 信 業 運 輸 業 ・ 郵 便 業

金 融 業 ・ 保 険 業 不 動 産 業 ・ 物 品 賃 貸 業 学術研究・専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業

宿 泊 業 ・ 飲 食 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 業 生活関連ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ業・娯楽業 教 育 ・ 学 習 支 援 業

卸 売 業 ・ 小 売 業

東 京 都 知 事 殿

令和　年度東京都スポーツ推進企業認定申請書

　東京都スポーツ推進企業認定制度実施要綱に基づき、下記のとおり応募します。

記

様式１

令和



 - 1 -

申請書別紙 

 

 

東京都スポーツ推進企業要件該当申告書 
 

 

                        

     令和  年  月  日 

 

東 京 都 知 事 殿 

 

 

企業等の所在地              

企業等の名称          

代表者役職・氏名           ○印  

 

 

 

◇ 当方は、以下の要件に該当します。 

（１） 東京都内に本社又は事業所が所在する企業、社団法人、財団法人、特定非営利

活動法人等であること。 

（２） 本事業の趣旨に賛同していること。 

（３） 実施内容、導入手順、運用方法等の公表が可能であること。 

（４） 労働関係法令等を遵守していること。 

（５） 暴力団あるいは暴力団員と関与していないこと。 

（６） その他法令上又は社会通念上、認定するにふさわしくないと判断される事由が

ないこと。 

 

 

◇ 当方が以下の取消要件に該当した場合に、東京都が当方の認定を取り消すことに同意

します。 

（１） 偽りその他不正の手段により認定をされたとき。 

（２） 労働関係法令等に関し重大な違反があったとき。 

（３） 暴力団あるいは暴力団員と関与したとき。 

（４） その他法令上又は社会通念上、認定するにふさわしくないと判断される事由があ

ったとき。 
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様式２ 

                                    

第  号  

     令和  年  月  日 

 

企業等の所在地              

企業等の名称               

代表者役職・氏名    様         

 

   東京都知事              ○印  

 

 

 

 

令和  年度東京都スポーツ推進企業認定申請に係る結果について（通知） 
 

 

 

貴社（団体）より提出のありました令和  年度東京都スポーツ推進企業認定申請書については、

厳正な審査の結果、貴社（団体）を東京都スポーツ推進企業として認定しましたので、東京都スポーツ

推進企業認定制度実施要綱第６ ２に基づき通知します。 
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様式３ 

 

令和  年度東京都スポーツ推進企業認定証 

Certificate 

Tokyo Sports Promotion Company 20XX 

 

 

企業等の所在地              

企業等の名称          

代表者役職・氏名       

 

認定番号  〇〇〇 

有効期限      年  月  日 

 

 

上記事業者を、東京都スポーツ推進企業として認定したので、東京都スポーツ推進企業認

定制度実施要綱第６ ３の規定に基づき、本証を交付する。 

 

 

 

 

 

 

 

        令和  年  月  日 

 

    東 京 都 知 事         印 
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様式４                                  

   第  号 

     令和  年  月  日 

 

企業等の所在地              

企業等の名称               

代表者役職・氏名    様         

 

   東京都知事              ○印  

 

 

 

 

令和  年度東京都スポーツ推進企業認定申請に係る結果について（通知） 
 

 

 

貴社（団体）より提出のありました令和  年度東京都スポーツ推進企業認定申請書については、厳

正な審査の結果、下記事由により、今回は東京都スポーツ推進企業としての認定を見送らせていただ

きましたので、東京都スポーツ推進企業認定制度実施要綱第６ ５に基づき通知します。 

 

 

 

 

                     記 
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様式５                 

 

 

東京都スポーツ推進企業認定申請事項変更届出書 

 

 

 

 

     令和  年  月  日 

 

 

東京都知事   殿 

 

 

企業等の所在地              

企業等の名称          

代表者役職・氏名           ○印  

 

 

 

 

東京都スポーツ推進企業認定制度実施要綱第７の規定に基づき、下記のとおり届け出ま

す。 
 

                     記 

 

１ 変更事項 

 

 

 

 

２ 変更事項の内容 
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様式６                               

      第  号 

     令和  年  月  日 

 

企業等の所在地              

企業等の名称               

代表者役職・氏名    様         

 

   東京都知事          ○印  

 

 

 

 

令和  年度東京都スポーツ推進企業認定の取消しについて（通知） 

 

 

 

令和  年  月  日付けで令和  年度東京都スポーツ推進企業の認定をいたしましたが、下記

事由により、取り消しましたので、東京都スポーツ推進企業認定制度実施要綱第１２に基づき通知しま

す。 

また、認定証を令和  年  月  日までに返還してください。 

 

 

 

 

                     記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙１－２　別記様式（取組内容等）

※１　複数の取組がある場合は、各取組ごとに一行づつ、ご記入ください。行数が足りない場合は、行を追加してご記入ください。

注１  プレス発表時の取組紹介文は、昨年度の掲載文（https://www.sports-tokyo-info.metro.tokyo.lg.jp/company/suishin_2019.html）を参照し、ご記入ください。
注２　変更の場合は何年度に認定された取組のどの部分が変更になったかわかるようにご記入ください。
注３　スポーツに関連する事項以外のご記入はご遠慮ください。

「新しい日常」下で
工夫した点につい

て

【ご記入ください。】

○上記取組について、「新しい日常」下で工夫した点
　　※「新しい日常」＝新型コロナウイルスとの長い戦いを見据え、暮らしや働く場での感染拡大を防止する習慣が定着した状態

備考取組事項名 取組の詳細・過去3か年の実績　※１ 新規/継続 開始年度

○支援部門（アスリートの雇用、競技団体への協賛・支援、自社スポーツ施設の地域への開放　等）

○実践部門(従業員への運動機会の提供、スポーツの観戦機会の提供、スポーツイベントへの参加　等)

【社名を記入】

プレス発表時の
取組紹介文

【20字～40字程度で貴社のスポーツに関する取組の概要をご記入ください。】　※下記「新しい日常」下における工夫も交えながらご記入ください。

開始年度 備考取組事項名 取組の詳細・過去3か年の実績　※１ 新規/継続 社員の70％
以上が参加

週１回
以上実施


